
１ はじめに

企業が広告を行う最終的な目的は、自社の財・

サービスの販売増加であることは言うまでもな

い。そのためには、広告が多数の対象者に届けら

れることが必要となる。本論文では、広告効果を

左右する要因の一つとして、様々な広告配信手段

が存在する中で、企業が消費者への広告の到達度

合いを考慮して、メディアを使い分けているのか

否かという広告を配信するメディアの選択につい

ての実証分析を行う。広告効果に影響を与える要

素として、メディアの選択のほか、広告表現の問

題があるが、個々の広告内容は本論文の対象外で

ある。

㈱電通は１９５５年から日本の広告費の推定を行っ

ている。㈱電通が採用している広告媒体の分類で

は、２００８年時点で地上テレビ、新聞、雑誌、ラジ

オという伝統的なマスメディアを介した広告が総

広告費の約５割を占める。一方、約２０年の間に広

告媒体に衛星とインターネットが加わり、企業側

から見れば、広告の配信手段の選択肢は広がって

いる。このようなメディアの広がりとともに、消

費者のメディアの接触時間には変化が見られ１）、

企業が広告を配信するに当たって、適切なメディ

アを選択する重要性は高まっていると言えよう。

一方、最近では、適切なメディア選択とは逆
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要 約

広告を配信するチャンネルが、多チャンネル放送やインターネットの普及によって増加す

るに伴い、企業が広告を配信するに当たって適切なメディアを選択する重要性は高まってい

る。一方、適切なメディアの選択とは逆に、同じ財・サービスの広告のために複数のメディ

アを使用するというクロスメディア広告も頻繁に用いられるようになった。本研究では、

２００８年７月２２日の地上テレビと新聞を対象に、企業が広告を行うに際してのメディアの使い

分けの有無を検証するとともに、クロスメディア広告の利用実態を調査した。分析の結果、

企業は広告配信の媒体として、地上テレビと新聞を使い分けていること、地上テレビから自

社の webサイトへの誘導を意図する広告の利用の程度は、その企業が属する産業によって

差異がある一方、新聞広告では産業別差異は認められなかった。
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に、同じ財・サービスの広告のために、複数のメ

ディアを併用するという配信形態が見られるよう

になった。この現象はクロスメディアと呼ばれる

が、田中（２００７）は、「単に異なるメディアを組

み合わせるメディアミックスとは異なり、クロス

メディアでは異なったメディア間で消費者が移動

し、情報収集や購買が期待されている」（田中

２００７ p．４）と認識した上で、クロスメディアを

「広告メッセージをインターネットを含む種々の

メディアに多重的に配置し、オーディエンスのメ

ディアからメディアへの移動と、相互作用、能動

的な行動反応などを期待・意図したコミュニケー

ション活動」と定義している（田中２００７ p．４）。

この定義では、広範な活動がクロスメディアに含

まれるが、本論文では自社の webサイトを情報

提供手段ひいては広告媒体ととらえ２）、広告企業

の自社 webサイトへの誘導を中心に、複数のメ

ディアの併用実態を把握する。

本論文の第１の目的は、広告配信手段の選択肢

が広がる中で、企業が広告を行うに際してのメ

ディアの使い分けの有無を検証すること、第２

が、メディアの横断的利用に関する現状把握であ

る。なお、本論文では、企業が属する産業の特性

によって広告の配信形態が規定されると考え、産

業別分析を中心とする。

分析対象のメディアは、全国規模で配信される

ネットワーク系列の地上テレビと日刊新聞であ

る。具体的には２００８年７月２２日の㈱テレビ朝日

と、これと資本関係のある朝日新聞に東京新聞を

加えている３）。いわゆる在京キー局は、関東地域

を対象に番組を配信する放送局であるとともに、

ネットワーク系列を通じて全国的な番組提供も

行っている。つまり、在京キー局は広告配信に当

たって、ローカルと全国規模の双方の性質を有す

ることから、全国紙である朝日新聞のほか、ロー

カル紙としての東京新聞も分析対象に加えてい

る。調査方法は第４節で述べるが、７月２２日の２４

時間のテレビ番組を録画し、その中から㈱テレビ

朝日の宣伝を除くテレビ広告を収集した。新聞は

朝日新聞と東京新聞の朝刊と夕刊のすべての紙面

から、自社用を除く広告を抽出している。

以下、第２節では日本の広告費の傾向を通じて

広告市場の現状を把握する。第３節は広告配信の

ためのメディアの特徴と広告のクロスメディア展

開に関する既存研究のサーベイである。第４節は

本論文の分析内容と仮説を提示する。分析結果は

第５節で提示され、第６節は結語である。

２ 広告市場の動向

本稿の分析に入る前に、１９５５年から日本の広告

費を推定している㈱電通のデータで、日本の広告

市場の全体像を俯瞰しておこう。広告業について

は、２００８年４月に改定された日本標準産業分類に

基づき、産業としての一本化に向け再編成が行わ

れた。産業分類の改定前では、概ね、国内総生産

に占める総広告費の比率は１．１～１．２％で推移して

いたが、改定後の産業分類に基づき遡って算定さ

れた２００５年～２００８年の総広告費の国内総生産に占

める比率は１．３５％である４）。このように産業分類

の改定によって、国内総生産に対する比率は上昇

しているが、同じ分類の下でこの比率が一定であ

ることは、広告費が経済成長と密接に関連してい

ること、換言すれば、景気動向と企業が支出する

広告費が連動していることを意味する。日経広告

研究所が主要企業を対象に行っている『広告動態

調査』では、広告予算の決定要因の１位に、「前

期の売り上げや利益に基づいて」が挙げられてお

り、広告費が経済情勢と関連していることを裏付

けている５）。

広告予算が景気動向等の外生的要因で決定され

ると考えた場合、広告担当者による決定事項は、

広告配信のためのメディアの選択ということにな

る。メディア別の広告費についても、㈱電通の

データで概要を把握することができる。改定後の

産業分類で計測された２００８年時点のメディア別広

告費の第１位は、地上テレビで１兆９，０９２億円、

第２位は８，２７６億円の新聞である。第３位は、

２００６年に雑誌を上回ったインターネット広告であ

り、２００８年では６，９８３億円の規模に達し、新聞に

近づきつつある。

また、㈱ビデオリサーチは、自社の webサイ
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トに誘導するため、テレビ広告に URL（Uniform

Resource Locator）や検索キーワードを表示する

webサイト誘導型テレビ広告の実態調査を行っ

た６）。２００６年９月から２００７年９月まで、３か月ご

とに行われた５回の調査のすべてにおいて、４割

を超える広告に、URLあるいはキーワードが含

まれていることが報告されている。また、産業別

では、自動車等の輸送機器では広告本数の７６．６％

が webサイト誘導型広告であり、その比率は最

も高い。２番目に比率の高い産業は、住宅・建材

の６５．０％である。このことから、㈱ビデオリサー

チは、購入時に詳細な情報を必要とする産業で

は、自社の webサイト誘導型の広告が多いとコ

メントしている。

３ 文献サーベイ

日本でも消費者への調査によって、広告メディ

ア別影響度について分析がなされている。長島・

木戸（２００７）は、テレビ広告は消費者の接触率が

最も高く、影響力の大きいメディアであることを

報告している。また、高橋（２００８）は、消費者が

最初に財・サービス、とりわけ、医薬品、飲料、

日用品の新製品を知るには、テレビ広告が効果的

であるのに対し、株式・投資信託、旅行について

は、提供企業の webサイトが影響力を持つこと

を、消費者へのインターネット調査で提示してい

る。本論文の検討対象であるテレビ広告と新聞広

告に関しては、飽戸（２００６）が広告効果の比較を

行っているほか、恩蔵（２００７）は新聞の広告媒体

としての優位性を実証している。

一方、広告を配信する側の調査としては、Reid

and King（２０００）、Reid and King（２００３）、Reid,

King, Martin and Soh（２００５）が、企業の広告担

当者や広告関連企業へのアンケートとインタ

ビューを行っている。Reid and King（２０００）は、

全国規模の広告では、CATVと地上テレビは代

替性が強く、新聞はラジオや雑誌と代替性がある

と報告している。また、Reid and King（２００３）

は、全国規模の広告では、ネットワーク系列の地

上放送の広告が効果的であると評価した。これに

対し、ローカル広告を対象とした Reid, King,

Martin and Soh（２００５）は、新聞やラジオが効

果的メディアとして広告関連の担当者から認識さ

れ、全国規模の広告とローカル広告では、メディ

アの優位性が異なることを示している。

このようなアンケートを通じた分析は実施され

ているが、Wildman, Hairong and Napoli（２００６）

は、メディア企業の収入は広告に大きく依存して

いるにもかかわらず、経済的観点から分析した研

究は、きわめて少ないことを指摘している。広告

配信用のメディア間の関係に関する実証分析とし

ては、Shaver and Lacy（１９９９）、Dertouzon and

Gaber（２００６）、Dou, Wang and Zhou（２００６）が

挙げられる。前者２つは計量経済学の手法、Dou,

Wang and Zhou（２００６）は、コーホート分析で、

中国の広告視聴者の居住地域や世代別にテレビ、

新聞、雑誌の広告効果を評価した。Shaver and

Lacy（１９９９）は、テレビ局やラジオ局の局数の

増加が、新聞の広告量を減少させており、広告に

関して放送と新聞は代替的であると報告してい

る。また、Dertouzon and Gaber（２００６）は、米

国軍隊への入隊募集の広告が、テレビ、ラジオ、

新聞、雑誌という４つのマスメディアを使ってい

ることに着目し、メディア別効果とメディアの最

適配分に関する分析を行っている。

クロスメディアに関しては、前述の田中（２００７）

が、クロスメディアの概念整理を行ったほか、江

原（２００７）が、クロスメディアの特徴とそのメ

リットを整理している。また、篠田（２００７）は、

『広告動態調査』における企業のクロスメディア

に関する回答から、「クロスメディアには、広告

企業の多くが、各種メディアを利用して、消費者

に新製品・新サービスに気づかせるとともに、イ

ンターネットにこれらに関する詳細な情報を公開

し、多くの人達に見てもらう戦略がある」ことを

指摘している（篠田２００７ p．９）。

また、Chang and Thorson（２００４）は、同じ

広告を繰り返すことと、複数のメディアで配信す

る広告の効果を比較した。Chang and Thorson

（２００４）は、テレビ広告は動画と音声を使って効

果的に消費者の関心を引き寄せることができる
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が、webによる広告は、能動的かつ双方向型の

コミュニケーションを可能にし、テレビ広告と

web広告では特性が異なると位置づけた。その

上で、単体のメディアで広告を繰り返す場合と、

テレビと webの広告を組み合わせた場合の効果

を学生への調査を通じて比較検討した。ここで行

われた分散分析の結果、メッセージやブランドの

信頼性に関しては、有意な差異は認められなかっ

たものの、同じメディアで広告を繰り返すより

も、２つのメディアを併用する方が、広告視聴者

の関心と認知度を高めることができたと報告して

いる。この結果から、Chang and Thorsonは、

広告を複数のメディアで配信することにより、シ

ナジー効果が発揮されると結論づけている。

４ 調査方法と仮説

本論文の第１の検証事項は、企業が広告を配信

するに際し、地上テレビと新聞を使い分けている

のか否か、第２は、地上テレビや新聞の広告か

ら、自社 webサイトへの誘導や電話でのアクセ

スを意図する広告比率は、産業によって差異があ

るのか否かについてである。自社 webサイトを

インターネット広告に含めると、本稿では地上テ

レビ、新聞、インターネットを対象とすること

で、２００８年の総広告費の５１％を占める上位３つの

広告媒体を取り上げることになる。

これら２つの事項について分析するため、具体

的に２００８年７月２２日を調査対象日とし、㈱テレビ

朝日の番組を２４時間録画し、その中から、広告を

抽出した。その結果、㈱テレビ朝日の番組紹介や

自社用の広告を除き、７８８本の広告が収集され

た。我々はこの録画から、広告企業名、商品・

サービス名、広告企業が属する産業、広告が配信

された時間帯と秒数、URL表示の有無、検索キー

ワードの有無とそのキーワード、電話番号の表示

の有無を内容とするデータベースを作成した。本

稿で用いた産業分類は、広告に関する分析でしば

しば引用されている㈱電通の２１分類である７）。

新聞については、朝日新聞と東京新聞の７月２２

日付け朝刊と夕刊に関して、テレビと同様に、自

社用を除く広告を対象に、広告企業名、商品・

サービス名、広告企業が属する産業、広告が表示

された面数、広告面積、URL表示の有無、検索

キーワードの有無とそのキーワード、電話番号の

表示の有無を項目とするデータベースを作成し

た。朝日新聞に掲載された広告本数は８７本（朝刊

６８本、夕刊１９本）、東京新聞では７４本（朝刊５３本、

夕刊２１本）、朝日新聞と東京新聞の総合計では１６１

本であった。

表１は、収集されたテレビ広告と新聞広告の集

計表である。テレビ広告の産業別では、飲料・嗜

好品が最も本数が多く、次いで、食品、交通・レ

ジャーと続く。短時間のテレビ広告で消費者に

URLを記憶させることは難しいようにも思える

が、URLを表示した広告本数は１７６本、キーワー

ドを表示した広告は１６０本で、大差はない。また、

URLとキーワードの双方を表示した広告も３０本

存在していた。本論文では、URLとキーワード

の少なくとも一つを表示した広告を webサイト

表１ テレビ広告と新聞広告の概要 （単位：上段 本数、下段の（ ）内は％）

本数 キーワード
Ａ

URL
Ｂ

電話番号
Ｃ

Ａ・Ｂ少な
くとも一方

Ａ・Ｂ・Ｃ
すべて

テレビ朝日
スポット／番組

７８８
６５８／１３０

１６０
（２０．３）

１７６
（２２．３）

１２１
（１５．４）

３０８
（３９．１）

２８
（３．６）

朝日新聞
朝刊／夕刊

８７
６８／１９

１４
（１６．１）

６２
（７１．３）

６７
（７７．０）

６５
（７４．７）

９
（１０．３）

東京新聞
朝刊／夕刊

７４
５３／２１

８
（１０．８）

５４
（７３．０）

６７
（９０．５）

５７
（７７．０）

５
（６．８）
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誘導型広告と定義する。webサイト誘導型広告

の広告本数全体に占める比率は、３９．１％であり、

この数値は㈱ビデオリサーチが調査した webサ

イトに誘導する広告本数比率とほぼ一致する。産

業別では㈱ビデオリサーチの指摘とおり、不動

産・住宅設備のように消費者が財・サービスの購

入に当たって詳細な情報を必要とする産業では、

自社 webサイトへの誘導比率は８０％を超える。

流通・小売でも自社 webサイトへの誘導比率は

８２．９％と高いが、この産業の中には家電製品を取

り扱っている小売店や、通信販売を行っている企

業の広告が含まれる。これらの企業では、自社

webサイト上に、紙媒体である折り込み広告と

同一の情報を webチラシと称してサイトに掲載

しているほか、サイト上で製品の購入、配送、決

済までが完了するシステムを導入している。つま

り、自社 webサイトが、財・サービスに関する

広告媒体のみならず、販売チャンネルとして位置

づけられている。電話番号をテレビ広告の中に表

示する広告も、全体の１５．４％を占める。このう

ち、ファッション・アクセサリー、金融・保険で

電話番号を表示する広告の当該産業全体に占める

比率は、それぞれ７７．８％、６３．２％と高い。ファッ

ション・アクセサリー部門で電話番号を表示した

広告のすべてには、URLかキーワードの少なく

とも一方が表示されているが、その広告主はカツ

ラの販売や増毛、貴金属の販売に従事する企業で

ある。これら企業では、webサイト上あるいは

電話で、資料請求や来店の予約が可能なシステム

となっている。ファッション・アクセサリーや金

融・保険のように、販売に当たって消費者へのコ

ンサルティングや説得を必要とし、かつ、対象の

年齢層が高いことが見込まれる産業では、広告に

電話番号を表示する傾向が見られる。

朝日新聞の広告については、朝刊の紙面数は夕

刊より多く、朝刊に掲載された広告本数は、夕刊

の３．５８倍である。産業別では、出版や金融・保険

は朝刊、交通・レジャーは夕刊に広告が掲載され

る傾向が見られる。また、新聞の場合は、消費者

の手元に残るため、自社 webサイトへの誘導手

段としては、キーワードを表示する広告比率が

１６．１％であるのに対し、URLを表示する広告比

率は７１．３％に達する。つまり、webサイト誘導

手段として、キーワードより URL表示がより多

く使われている。キーワードは URLより覚えや

すいが、複数の検索ソフトで自社の webサイト

が検索結果の最初に表示される保証はない。その

点、企業は自社 webサイトへの誘導手段とし

て、キーワードよりも URL表示の方が確実と考

えているのであろう。さらに、電話番号を表示す

る広告本数は６７本で、URL表示の広告本数６２本

を上回り、キーワード、URL、電話番号の３つ

すべてを表示する広告も、全体の１割を占める。

東京新聞では、朝刊と夕刊の合計で７４本の広告

が掲載されていた。産業別では朝日新聞と同様

に、出版、交通・レジャーが多い。また、東京新

聞において、電話番号を表示する広告比率は朝日

新聞より高いが、キーワード又は URLの少なく

とも一方を表示した広告の比率は、朝日新聞とほ

ぼ同じである。

本論文の調査対象は、７月２２日のみであるが、

この一日の調査が一般性を有するのかを検討する

ため、テレビ広告に関して、㈱ビデオリサーチの

産業別広告本数との比較を行った。㈱ビデオリ

サーチの産業分類は１５分類であるため、収集した

データを１５分類に再集計した上で、広告本数の産

業別シェアを算出し、㈱ビデオリサーチの２００８年

７月の関東地域での広告本数の産業別シェアと比

較した。㈱ビデオリサーチと７月２２日の広告本数

の産業別シェアが大きく異なるのは、サービス・

娯楽であり、この産業の７月全体のシェアが

１７．７％であるのに対し、７月２２日では２３．６％で

あった。７月２２日では、７月全体の広告と比較し

て、衣料・身の回り、卸・百貨店やサービス・娯

楽の広告が多い一方８）、出版や輸送機械の広告比

率が低い。前者３つの産業と、後者２つの産業が

相殺する形となっており、これ以外の１０産業では

両者のシェアはほぼ同じである。今回の調査対象

はテレビでは関東地域のいわゆる在京キー局５局

の中の㈱テレビ朝日１社であり、調査時期も１日

であるが、関東地方の７月のテレビ広告と、大ま

かには同様の傾向を持つと見ることができよう。

浅井・天野・金行・菅野・松浦・本山・臼木・櫻井・高尾：広告におけるメディアの選択 ５



新聞に関しては、検証のための比較可能な産業別

データは見あたらなかった９）。

企業がどの程度の量の広告を行うかは、企業が

属する産業規模や企業規模、産業特性等によって

異なるが、企業が広告出稿に当たってテレビと新

聞を使い分けているならば、産業別広告本数の比

率は、テレビと新聞で相違すると考えられる。本

論文の最初の検討事項であるメディアの使い分け

について、検証のための帰無仮説H０１は、次のと

おり設定される。

H０１：テレビ広告の本数と新聞広告の本数の産業

別分布は等しい。

H０１では全国紙とローカル紙の相違を考慮し

て、朝日新聞とテレビ朝日、朝日新聞と東京新聞

の合計とテレビ朝日との両方の検定を行った。

第２の検討事項は、クロスメディア展開の産業

別差異についてであり、具体的には、自社 web

サイトに誘導する広告及び消費者の電話でのアク

セスを促す広告の導入が、産業によって差異があ

るのか否かを検証する。自社 webサイトへの誘

導を意図する広告は、前述のとおり、広告の中に

当該企業の URLと検索のためのキーワードの少

なくとも一つが表示された広告である。webサ

イトへの誘導あるいは電話によるアクセスの誘導

に産業別の差異があれば、誘導を行っている広告

と行っていない広告の産業別本数の分布は相違す

ることになる。ここでの帰無仮説H０２は、以下の

とおりである。

H０２：テレビ広告から webサイトに誘導する広告

と、誘導を行っていない広告の産業別分布は等し

い。

H０３：新聞広告から webサイトに誘導する広告

と、誘導を行っていない広告の産業別分布は等し

い。

また、消費者の電話によるアクセスを促進する

広告については、電話番号を表記した広告と表記

していない広告について、以下の帰無仮説で検証

する。

H０４：テレビ広告のうち、電話番号を表示した広

告と、表示していない広告の産業別分布は等し

い。

H０５：新聞広告のうち、電話番号を表示した広告

と、表示していない広告の産業別分布は等しい。

次に、一つのメディア内の広告の選択について

考える。テレビ広告は、企業に番組と一体で広告

枠が販売される番組 CM（commercial message）

と、番組とは独立に番組間あるいは番組内に挿入

されるスポット CMに分けられる。番組 CM

は、３０秒あるいは６０秒間の広告を、原則６か月間

の契約で配信するもので、番組がネットワーク系

列で全国的に放送される場合は、広告も全国的か

つ同時間帯に配信される。これに対し、スポット

CMは、原則１５秒を単位に、番組の前後や番組内

に挿入される広告である。スポット CMの場合、

放送局単位の契約であるため、全国同時の配信を

確保することは困難であるが、企業は配信期間や

時間帯を柔軟に設定できる。㈱ビデオリサーチの

集計では、２００８年に配信されたテレビ広告本数の

７７．６％はスポット CMが占めている。企業が産

業特性によって、番組 CMとスポット CMを使

い分けているならば、番組 CMとスポット CM

の産業別本数の分布は相違すると考えられる。テ

レビ広告の種別に関する帰無仮説は、以下のとお

りに設定される。

H０６：テレビ広告におけるスポット CMと番組

CMの産業別分布は等しい。

また、新聞広告の使い分けとして、朝刊と夕刊

のどちらに広告を掲載するのかという問題があ

る。企業が朝刊と夕刊を使い分けているならば、

掲載された広告本数の産業別分布は相違すると想

定される。このため、朝刊と夕刊の選択に関する

帰無仮説は、次のとおりとなる。

H０７：新聞広告において、朝刊と夕刊の広告本数

の産業別分布は等しい。

これら７つの仮説を検証するため、作成された

テレビ広告と新聞広告のデータベースから、自由

度２０の χ２検定を行った１０）。

５ 分析結果

帰無仮説H０１からH０７についてそれぞれ検定を

行った。キーワード又は URL表示、電話番号表

大妻女子大学紀要
―社会情報系― 社会情報学研究１８２００９６



示の検定に関しては、新聞広告のサンプル数が少

ないこと、朝日新聞と東京新聞に掲載された広告

の産業別分布についての検定の結果、２つの新聞

の間に差異がないと判断されたことから、H０３と

H０５については、朝日新聞と東京新聞の広告の合

計での検定結果を示す１１）。

H０１：企業が広告を行うに当たって、テレビと

新聞を選択しているか、否かについては、産業別

分布が等しいとする帰無仮説は、テレビ朝日と朝

日新聞の検定では、χ２＝２３３．５、朝日新聞と東京
新聞の合計の検定では、χ２＝２８３．６であり、１％
の有意水準で、双方の帰無仮説は棄却され、分布

が異なるという対立仮説が採択された（有意水準

１％の判定値 χ２＝３７．６）。ここから、企業は広告
配信に当たって、テレビと新聞を使い分けている

と判断される。食品や飲料・嗜好品等の販売に当

たって詳細な説明を必要としない商品に関して

は、テレビ広告が多いのに対し、出版のような文

字情報を商品とする場合や案内広告に関しては、

新聞が広告媒体として選択される傾向が見られ

る。

H０２：テレビ広告にキーワードか URLの少な

くとも一つを表示し、自社 webサイトへの誘導

を意図する広告についても、χ２＝１２４．７により、
産業別広告本数の分布が等しいとする帰無仮説は

棄却された。

H０３：新聞広告にキーワードか URLの少なく

とも一つを表示することによる自社 webサイト

への誘導広告については、χ２＝１４．３で、自社 web

誘導型広告の産業別分布と web誘導型ではない

広告の産業別分布が等しいという帰無仮説は棄却

されなかった（有意水準１０％の判定値 χ２＝
２８．４）１２）。

H０４：テレビ広告への電話番号の表示について

は、χ２＝３０１．５により、１％の有意水準で帰無仮
説は棄却され、産業によって電話番号の表示・非

表示には差異があるという結果になった。

H０５：新聞広告への電話番号の表示について

は、χ２＝２９．８で１０％の有意水準では帰無仮説は棄
却されなかったが、５％水準では棄却され、有意

水準によって結論が分かれる結果となった（５％

有意水準の判定値 χ２＝３１．４）。
H０２からH０５のクロスメディアに関する４つの

検定から、テレビ広告で webへの誘導や電話で

のアクセスを意図する広告の出稿は、産業によっ

て差異があるが、新聞広告における webへの誘

導に関しては、有意な差異は認められなかった。

また、テレビと新聞に共通して、電話番号表示広

告は、web誘導型広告よりも産業別の偏りが大

きい。広告を介して消費者が企業にアクセスする

主な手段は、webサイトと電話である。webサ

イトは構築費用と情報をたえず現行化するための

費用を要するが、一定のサーバーの容量が確保さ

れていれば、アクセス数に応じて企業側の費用が

変動することはない。これに対し、消費者の電話

による問い合わせは、１対１の対応であるため、

人員の配置、コールセンターの設置等、問い合わ

せ数に応じて費用が変動する。テレビ広告に電話

番号を表示することが、webサイトへの誘導よ

りも産業別の偏りが大きいことは、電話応対の費

用を見込んだ上で、企業側に便益が発生する産業

は限定されるということであろう。

H０６：テレビ広告を行う企業の番組 CMとス

ポット CMの選択に関しては、χ２＝１１８．６で、帰
無仮説は１％の有意水準で棄却された。産業別に

見ると、CM本数全体に占めるスポット CMの

比率が最も低いのは金融・保険で、番組 CMが

スポット CM本数を上回る。一方、詳細な情報

提供を必要とせず、季節によって売れ筋が変わる

飲料・嗜好品、食品では、スポット CM比率が

９５％を占める。このように広告企業は、提供する

財・サービスの特性によって、番組 CMとスポッ

ト CMを使い分けていると判断される。

H０７：新聞の朝刊と夕刊の選択については、朝

日新聞と東京新聞の合計で χ２＝３８．６となり、
１％の有意水準で産業別分布が朝刊と夕刊の間で

等しいとする帰無仮説は棄却され、対立仮説が採

択された。前述のように、旅行等のレジャー関係

の広告では、夕刊の方が選択される傾向が見ら

れ、広告メディアとしての朝刊と夕刊の選択に当

たって、消費者の時間帯別の行動様式の変化が考

慮されていると言える。
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また、７月２２日のテレビ朝日と朝日新聞の双方

に広告を掲載した企業は、金融・保険業に属する

全国農業協同組合連合会、アリコ（アメリカン・

ライフ・インシュアレンス・カンパニー）、三井

住友銀行の３社と出版業の講談社であった１３）。金

融・保険業の３社の場合、テレビと新聞の広告対

象サービスは同一であり、クロスメディアの展開

例にあたる。講談社の場合は、新聞は「小説現

代」、テレビは「週刊世界の美術館」の広告であ

り、美術雑誌の広告は映像メディアに、文字情報

は新聞広告というように商品の内容に応じてメ

ディアの使い分けがなされていた。

６ おわりに

本研究では、７月２２日のみという一日のデータ

分析ではあるが、テレビ広告と新聞広告のデータ

を実際に収集することで、企業が広告を行うに当

たってのメディアの選択と、自社 webサイトや

電話による消費者のアクセスを意図する広告の出

稿について、企業が属する産業別差異の有無を検

証した。その結果、次のことが判明した。

①企業は、販売する財・サービスの性質等を考慮

し、広告配信メディアとしてテレビと新聞を使

い分けている。

②テレビ広告にキーワードあるいは URLを表示

することによって、自社 webサイトへの誘導

を期待する広告は、テレビ広告の約４割を占め

るが、朝日新聞と東京新聞の合計では、その比

率は、ほぼ３／４に達している。同様に、テレ

ビ広告に電話番号を表示する広告は、テレビ広

告の１５％にすぎないが、新聞では８３％となり、

手元に残る紙媒体の方が、自社へのアクセスを

促す手段として多用されている。また、テレビ

広告において、自社 webサイトへの誘導や電

話による消費者からのアクセスを意図した広告

配信の程度は、産業によって相違がある一方、

web誘導型の新聞広告については、有意な産

業別差異は認められなかった。

③テレビ広告における番組 CMとスポット

CM、新聞広告に関しては、サンプル数は少な

いが、朝刊と夕刊で広告媒体としての使い分け

がなされていた。

④今回は調査対象が限定されていることから、数

は少ないが、同じ財・サービスの広告を配信す

るというクロスメディア展開を行っている企業

が存在することも確認された。

今回の分析から、企業の広告配信手段の変化

と、紙媒体である新聞の広告手段としての可能性

が指摘できる。広告を通じて自社 webサイトへ

の誘導を図っている企業では、webサイトを情

報提供手段のみならず、販売から決済までを行う

流通チャンネルと位置づけている。これまで企業

が行う広告は、メディア企業の広告枠を確保し、

そのメディアを通じて情報を提供するという形態

をとってきた。このことは、急成長してきたイン

ターネット広告のバナー広告についても当てはま

る。これに対し、自社の webサイトは、企業自

らが情報を制作し、発信する、いわば、消費者発

信型メディア（consumer generated media :

CGM）の企業版に相当する。これまで地上テレ

ビ、新聞、雑誌等の伝統的なメディアは、広告に

収入の多くを依存してきた。むろん、多数の web

サイトが存在する中で、自社の webサイトに消

費者の注目を集めるために、多数の消費者に届く

既存メディアによる広告は今後とも必要ではある

が１４）、インターネットの進展によって、企業側か

ら見れば、自社 webサイトという新たな広告手

段を得たことになる。

最近、新聞の広告費は減少傾向にある。しか

し、新聞はテレビ広告には達しないものの、幅広

い消費者に広告を到達させることができるメディ

アであり、かつ、消費者の手元に残ることから、

自社 webサイトや電話への誘導手段として適し

ている。多数の webサイトが存在する中で、自

社の webサイトに注目させ、アクセスを誘導す

る手段として、新聞は有効なメディアであり、

webサイト誘導型広告や電話番号表示広告の比

率の高さが示すように、既に他メディアへの誘導

手段として使われている。自社 webサイトを

マーケティング手段として積極的に活用しようと

する企業にとって、インターネットの進展に伴
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い、新聞は新たな広告価値を高めていると言え

る。

最後に、本研究の課題と今後の展開について触

れておく。本研究は、これまで述べたように、

２００８年７月２２日のテレビ朝日、朝日新聞と東京新

聞に配信された広告に限定して分析している。７

月２２日の広告の検討結果を一般化することには問

題があり、今回の分析は、あくまでも一日の限定

されたメディアにおける広告の分析結果である。

信頼性のある結果を得るには、複数日と複数のメ

ディア企業に対象を広げることが望ましいことは

言うまでもない。

また、対象を拡大することによって、検定結果

の精度向上が期待できるほか、テレビ広告では時

間帯別や、放送番組の内容種別と広告との関係、

新聞広告では紙面の内容と広告との関係等、コン

テンツの内容に踏み込んだ分析も可能になる。こ

れらについては、今後の課題である。

注

１）『インターネット白書２００８』の調査による

と、インターネットにより利用が減ったメ

ディアはないとする回答は全体の３５％を占め

るのに対し、地上テレビ放送、雑誌、新聞、

書籍の利用が減ったとする回答も、それぞれ

で２０％を上回る（複数回答）。また、�日本

新聞協会の「全国メディア接触・評価調査」

において、２００１年１０月と２００７年１０月に実施し

た結果を比較すると、１０代から３０代の世代で

テレビの視聴時間、新聞や雑誌の閲読時間が

減少していることがわかる。�日本新聞協会

の調査結果は、http : //www.pressnet.or.jp/

adarc/data/index.htmlより入手可能であ

る。

２）日経広告研究所が毎年実施している『広告動

態調査』によると、クロスメディア展開の効

果測定項目として最も回答数が多いのが、自

社 webサイトへのアクセス数である。

３）調査日程の選択は７月２２日が火曜日で、当日

にはスポーツ中継もなく、標準的な番組編成

がなされていたことによる。

４）日本標準産業分類改定前の２００５年の総広告費

は５兆９，６２５億円であるが、改訂された分類

で２００５年の広告費を再集計すると、１．１４倍の

６兆８，２３５億円となる。

５）広告費と経済動向との関係に関する実証分析

については、猿山（２０００）。

６）これについては、㈱ビデオリサーチの２００７年

１２月１３日付けのプレスリリ－ス「ネット誘導

型テレビ CM」による。http : //www.video.

co.jp/press/2007/071213.htm.

７）他機関の分類と㈱電通の分類に大きな差はな

いが、㈱電通の分類が２１分類であるのに対

し、日経広告研究所の分類は１８分類、㈱ビデ

オリサーチの産業分類は１５分類である。㈱電

通が採用している２１分類とは、エネルギー・

素材・機械、食品、飲料・嗜好品、薬品・医

療用品、化粧品・トイレタリー、ファッショ

ン・アクセサリー、精密機械・事務用品、家

電・AV機器、自動車・関連品、家庭用品、

趣味・スポーツ用品、不動産・住宅設備、出

版、情報・通信、流通・小売業、金融・保

険、交通・レジャー、外食・各種サービス、

官公庁・団体、教育・医療サービス・宗教、

案内・その他である。

８）７月２２日のテレビ広告では、映画の宣伝、レ

ジャー関係の広告が多いが、これは学校や企

業の夏休み直前の時期であることが影響して

いると思われる。しかし、テレビ広告と新聞

広告のデータを同一日で収集しているため、

広告企業によるメディアの選択に関しては、

条件は同じである。また、㈱ビデオリサーチ

の集計や今回の広告内容から判断すると、平

均的な出稿比率の日が実在するというより

も、企業はタイムリーに広告を出稿する結

果、産業別出稿比率は日々変化していると考

える方が妥当であろう。このことは、信頼性

のある結論を導くには、複数の異なる時点を

対象に調査を行う必要性があることを示唆し

ている。
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９）産業別の新聞広告については、㈱電通が年単

位に金額ベースで表示しているが、広告料金

は広告本数のほか、面積の大小、新聞社と広

告企業との関係によっても左右される。一

方、今回の調査では、広告本数と面積は把握

できるが、広告費は不明である。２００７年の㈱

電通の推定による新聞広告の産業別シェア

（金額ベース）では、出版業の９．９％に対

し、７月２２日の広告本数は２２．９％に達し、出

版業で大きな乖離が見られた。新聞広告で

は、出版社の広告に全面広告がなかったのに

対し、新聞の第一面で面積が小さな広告が多

かったため、金額と数量で大きな乖離が生じ

たものと考えられる。

１０）検定によっては、産業別広告本数が少ないと

ころもある。本論文では産業別広告本数が１０

以上となるよう産業の再集計をし、検定を

行ったが、結論は変わらなかった。本論文で

は２１の産業分類の検定結果を示す。

１１）朝日新聞と東京新聞の広告の産業別分布に関

する χ２検定の結果、χ２＝２３．６となり、１０％有
意水準で分布が等しいという帰無仮説は棄却

されなかった。新聞毎の検定を行っても、本

論文で得られた結論に変わりはないが、本論

文ではデータ数の観点から、２つの新聞の合

計による検定結果を表示した。

１２）今回は産業別の検証であるが、同じ産業で

あっても企業によって広告種別の選択に差異

がある可能性はある。このことは、産業別分

布に有意な差が認められなかった他の検定の

ケースにも当てはまる。

１３）テレビ広告は一定期間中同じ内容が配信され

るのに対し、新聞広告はほぼ毎日変化してい

ることが一般的である。本論文は７月２２日の

みの広告を対象にしているが、同一のテレビ

広告が配信されている間の新聞広告を調査す

るならば、テレビと新聞の双方に広告を掲載

する企業の数は増加すると考えられる。

１４）江原（２００７）は、テレビ広告を自社 webサ

イト上の広告のオープニングと位置づける具

体例として、資生堂のキャンペーンを挙げて

いる。資生堂の広告戦略ついては、２００７年５

月９日の日経 BP「テレビ CMは自社サイト

誘導のバナー」http : //business.nikkeibp.co.

jp/article/manage/20070502/124091/ 参照。

また、自社の webサイトを広告媒体として

機能させるには、マスメディアとの組み合わ

せが必要であることは、２００８年１０月に開催さ

れたクロスメディア・シンポジウム２００８にお

いても指摘されている。このシンポジウムの

概要については、２００９年２・３月号の『日経

広告研究所報』を参照されたい。
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Selection of Media for Advertisements

SUMIKO ASAI, MIKA AMANO, YAYOI KANEYUKI

SAORI KANNO, WAKANA MATSUURA, RIKA MOTOYAMA

NAOMI USUKI, YUKIE SAKURAI, SHIZUKA TAKAO
School of Social Information Studies, Otsuma Women’s University

Abstract
The channels for distributing advertisements have expanded with the development of

multi-channel broadcasting and broadband Internet. Consequently, it has become in-

creasingly important for firms to select the best appropriate media for advertisement. On

the other hand, the so-called cross media advertisements whereby firms use a few chan-

nels to advertise the same products and services have penetrated the industry.

This study examined whether or not firms select media for their advertisements and

how they utilize cross media advertisements, based on advertisements that appeared in

newspapers and on terrestrial television on July 22, 2008.The results found that firms se-

lected television or newspaper advertising, according to their commodities and services.

The use of television commercials that have links with an advertiser’s website differed

among industries, while such differences were not found in advertisements of news-

papers.

Key Words（キーワード）
advertisements（広告），television（テレビ），newspapers（新聞），the Internet（イン

ターネット），media（メディア）
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